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法典210Ａ条以下に定められた特別合併制度（régime special des fusions）
を選択したが、このときＣ社は、ユーロパーク社が出資した資産から生じ
る差益（plus-valeus nettes et profits）の法人税申告を行わなかった。
　2005年４月19日付け公正証書によると、2004年11月26日、Ｃ社がフラン
ス国内に所有する不動産を 簿価（valeur nette comptable）9 387 700ユーロ
で包括承継したユーロパーク社は、同日の市場価額（valeur vénale）に応じ




















































































































































７ 　Michel MENJUCQ, Révue des Sociétés, Juillet-Août 2017, p.435,point10; Bul.Joly 
Sociétés, 7-8 2017, p.479.



























とする（Michel MENJUCQ, Révue des Sociétés, Juillet-Août 2017, p.437,point17.）。













































































































14 　Révue de Droit Fiscal, No.20, mai 2017, 306,p.43.
15 　Michel MENJUCQ, Révue des Sociétés, Juillet-Août 2017, p.435,point1.
16 　90/434/EEC指令は、ヨーロッパ会社（SE）、ヨーロッパ協同組合（SCE）の
定款上の本店の移動に関する規定を加え、現在は2009/133/EU指令に置き換え
られている（Michel MENJUCQ, Droit International et Européen de Sociétés, 4e 


































































22　Révue de Droit Fiscal, No.20, mai 2017, 306, p.39.
23　Jetro HP, OECD HPによる。（ちなみにオランダ25％、スイス21.15％、英国
19％、アイルランド12.5％）
24　フランス法人の資産移転についてはせめて繰り延べ課税により税収を確保し



























25　Cartesio, C-210/06, 16.12.2008, ECLI :EU :C :2008 :723. 上田廣美「EC法におけ
る開業の自由と会社法の交錯─カルテジオ判決の波紋」亜法44巻１号240頁以下;
上田廣美、貿易と関税2009年７月号71-75頁。Vale, C-378/10, 12.7.2012, ECLI : 
EU :C :2012 :440. 上田廣美「EU法における開業と国境を越える組織変更─カル
テジオからヴァーレへ、新たな展開」亜法48巻２号117頁以下など。
26　Révue de Droit Fiscal, No.20 mail 2017, 306,p.43.
27　RTDEur, ４-６ 2018, p.481.
28　Loi No.2017-1775 du 28 décembre 2017 de finances rectificative pour 2017, 
Article 23. 
54巻１号　（2019. ７）　（　　）84
　コンセイユ・デタの決定直後は、EU域内（他の加盟国）あるいはフラン
スと租税協定のある国で設立された法人に対して、フランス法人が出資し
て越境組織再編行為を行う場合、課税優遇制度を受けるための事前承認が
不要となり、したがって、フランス法上、越境組織再編行為における課税
優遇制度のために事前承認が必要な場合は、EU法の射程外である域外第三
国あるいは租税協定のない国の法人にフランス法人が出資する場合に限ら
れることになると考えていた論者29 も多かった。しかし、立法者は、より
シンプルにかつ実効的に、フランス法人が出資する法人またはその恒久的
施設がフランスに存在することを基準とし（改正210Ｃ条２項）、さらに出
資の対価となる証券の３年間保有義務を課することにより（改正210Ｂ条３
項ａ）、再譲渡・転売による短期的投資には課税優遇制度を認めない方針を
とった。無論、非居住者である外国法人がフランス法人に出資する場合の
規定は存在しない。
　EU域内で法人税率が調和していない現状をかんがみると、域内で「課税
国ショッピング」は今後も続くであろう。こうした各加盟国の税収と開業
の自由の対立構造はすぐには解消されることはない30 と考えられている。
＊ 本稿は、2018年12月８日、フランス企業法研究会（於：関西学院大学）
における発表報告にもとづく。
以上
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29　Option Finance, No.1444,p.44.
30　Option Finance, No.1445,p.39.
